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【参考情報】 

・農林水産省：食品産業事業者の従業員に新型コロナウイルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に 

関する基本的なガイドライン、 

・日本商工会議所：新型コロナウイルス感染者が発生した場合に事業者が行う手続き等について 

 

 

 

 
 

 

１ 事前の備え  
 

(1) 感染予防対策の徹底と、適切な情報収集体制及び緊急時のルールを定めておく 

(2) 対策責任者や担当者を決めておき、意思決定者・対応者を明確にする 

(3) BCP(事業継続計画)の策定 

(4) 感染者が発生した場合に、事務所の消毒作業を依頼できる業者を検討しておく 
 

 

 

２ 感染者、濃厚接触者への対応  
 

(1) 感染者発生の把握、報告及び周知 

感染者が確認された場合には、事業所の所在地を所管する保健所に報告し、対応について指

導を受ける。(保健所からの疫学調査実施連絡で従業員の感染を知る場合も想定される)ま

た、その他の従業員に対しては事業所内で感染者が確認されたことを周知するとともに、感

染予防策を改めて周知徹底する。 
 

 

(2) 濃厚接触者の確定及び対応 

※「濃厚接触者」とは、実際には保健所が対面調査により個別に判断するが、感染者に 

必要な予防策をとらずに手で触れること、または対面の近い距離(2 メートルが目安)で 

一定時間以上接触があった者、と考えられる。 
 

ア 調査が実施されるまでに、感染者が在籍していた部署・フロアーの見取り図、座席表など

を用意しておく。 

 イ 保健所の調査に協力し、命令・指導を受ける。濃厚接触者と確定した従業員に対しては、

感染者との最終接触から 14日間出勤を停止(使用者判断による)し、健康観察を行う。 

ウ 濃厚接触者と確定された従業員が発熱又は呼吸器症状（軽症の場合を含む）を呈した場合

には、保健所に連絡して PCR検査（行政検査）を受検するよう促し、速やかにその結果を

報告させる。 
 

 

３ 施設設備等の消毒  
 

(1) 保健所は必要に応じて事業所の消毒(範囲及び使用する薬剤と方法)を命令するとともに感

染者が触れた可能性の高い消耗品廃棄等についても要請する場合がある。消毒の実施費用に

ついては、事業者の負担となる。 
 

(2) 消毒は保健所の指示に従って実施することが望ましいが、緊急を要する場合には、感染者が

勤務した区域のうち、手指が頻回に接触する箇所（ドアノブ、スイッチ類、手すり等）を中心

に、アルコール（消毒用エタノール（70％））又は次亜塩素酸ナトリウム（0.05％以上）で拭

き取り等を行う。 
 

(3)感染者の発生を対外的に公表するよう保健所が指示することはない。地域社会への対応上の

必要に応じて、適宜判断すること。 
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従業員に新型コロナ感染者・濃厚接触者が 

発生した際の対応に関するマニュアル (参考) 
 



４ 業務の継続  
 

(1) 重要業務の継続 

ア 感染者及び濃厚接触者の出勤停止の措置を講じることにより、通常の業務の継続が困難

な場合には、重要業務として優先的に継続させる製品・商品及びサービスや関連する業務を 

選定し、重要業務を継続するために必要となる人員、物的資源（マスク、手袋、消毒液等）

等を把握する。 
 

イ 重要業務継続のため、在宅勤務体制・情報共有体制・人員融通体制を整備するとともに、

重要業務継続のための業務マニュアルを作成する。 
 

(2) その他必要なことは BCPに則り、あらかじめ定めておく。 

 

５ その後の対応  
 

(1) さらに感染者が発生した場合 

ア 濃厚接触者や他の従業員からさらに感染者が発生した場合には、保健所の指示に従い、 

濃厚接触者リストを更新し管理を継続する。 
 

イ 保健所の命令や必要があれば、事業所の再消毒を行う。  
 

(2) 自宅待機期間が終了した者について 
 

ア 発症することなく自宅待機期間を終えた濃厚接触者は、再度健康状態の確認を行った上

で職場復帰させる。 
 

 イ 全員が職場復帰するまで、対策責任者は対象者の管理を行う。 

 

 

 
 

新型コロナウイルス感染症の疑いや心配のある方は、 

まず「宮城県健康電話相談窓口（コールセンター）」へ相談してください。 

宮城県新型コロナウイルス感染症 

に関する健康電話相談窓口 
（24時間対応） 

022-211-3883 

022-211-2882 

厚生労働省の電話相談窓口 
（9：00～21：00） 

0120-565653 

 

 

★新型コロナに対する政策・経済支援内容等は随時更新されておりますので各関連省庁 HP 

などで最新情報をご確認ください。 
 

➢ 経済産業省…経営相談窓口・資金繰り支援・融資制度など 

➢ 厚生労働省…雇用調整助成金の特例措置・テレワーク導入など 

➢ 国 税 庁…申告、納付期限の延長など 
 
 
 

公益社団法人気仙沼法人会  http://hojinkai.zenkokuhojinkai.or.jp/kesennuma/ 
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https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/kansensho/pdf/0020003-044_02.pdf
http://hojinkai.zenkokuhojinkai.or.jp/kesennuma/

